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はじめに
本書は大阪産業大学アジア共同体研究センター
にかかわる研究者たちが, 現在の中国経済の実
態の解明とその日本への影響などをまとめたも
のである｡ 編者の竹内常善は, 中国経済の躍進
ばかりに目を奪われることなく, そのきちんと
した調査を行い, その日本への示唆するところ
を必ずしも着実に探ろうとはしない日本社会の
あり方にきわめて批判的である｡ それゆえに,
中国で起きていることへの問題と課題を探るこ
とを本書の目的としている｡ 本書の構成はつぎ
のようになっている｡
第 1章 中国型経済成長のマクロ特性
(後藤達也・古谷真介・北浦義朗)
第 2章 現代中国における自動車産業の展開
(東和夫)
第 3章 沿岸部地域における企業叢生と特徴
(金祥栄・劉暁玉)
第 4章 中国における企業叢生と日本の対応
(塚田顕継)
終 章 中国経済の発展と日本企業
(竹内常善)
以下, 本書を紹介するとともに, 中国経済と
の関わりにおいて日本が取り組むべき課題を整
理しておきたい｡
中国経済の現状をめぐって
後藤等は第 1章でマクロデータから中国経済
の素描を試みている｡ 特に焦点を絞られたのは
世界の工場となった製造業である｡ 2003 年か
ら中国が世界最大の貿易黒字国となったことか
らも示唆されるように, 単に繊維製品だけでは
なく重化学工業製品も顕著な伸びを示してきた｡
これは中国製品の海外市場での拡大だけではな
く, 国内市場の成長にも依拠してきたことは見
落としてはならない｡ これを支えたのは 1990
年代後半から加速化した外資の導入であり, 輸
出市場の拡大などがもたらした中国側の資本蓄
積である｡
そうしたなかで, 西側の経済学者の常識をこ
えた動きがあると後藤等は指摘する｡ とりわけ,
｢20 世紀からの 10年間で数十倍にも膨れ上がっ
たと言われてきた通貨発行高｣ である｡ 後藤等
はこの通貨発行額とインフレーションとの関係
に分析を加えていない｡ 後藤等は ｢不動産と株
式市場を別にして, 通貨の追加発行にもかかわ
らず消費者物価水準が安定的だった仕組みの背
景には, 市場原理主義者を出し抜くカラクリが
巧妙に働いているようにも見えて……この国で
は市場が常に重層的な構造になっている｡ その
矛盾に眼をつぶれば, その規模は順調に拡大し
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てきたことになる｣ とだけ指摘する｡
そうした高成長をつづけてきた中国経済のマ
クロの面から, そして自動車などミクロ面から,
第 2章では産業別アプローチが行われる｡
中国経済と自動車産業
｢あくまでもこの国固有の 『自動車』 の規定
を認めた上での事実認識｣ によれば, 中国市場
が日本を抜いて, 世界第二位の市場規模に達し
たのは 2008 年であったといわれる｡ 市場特性
からみた中国の自動車産業について, 東はそれ
までの旧ソ連のような大型商用車重視という基
本体質が 1980 年代にまで継承され, その後よ
うやく乗用車へシフトしていったことを指摘す
る｡
この動きは大都市のモータリゼーションによっ
て促進されたが, ｢そこにはまだこの国の特異
性が隠されていたものの, 上海などではむしろ
普及は深せんや北京よりも低かったとされる｡
先に, 中国の自動車概念についてふれたが, 中
国の自動車統計を見る上で重要なのは ｢農用車｣
という範疇である｡ これについて, 東は ｢『農
用車』 とは, エンジンの構造が古くて排気ガス
が酷く, 要するに都市への乗り入れが禁止され
ている車両であり, 時速が 50Km に制限され
ている (と言うより, その程度しか出そうにも
ない！) ということであって, 現実には大型の
ダンプであっても構わないというのが実態になっ
ている｣ と指摘する｡ こうしたさまざまな中国
ならではの車両範疇を含めれば, 中国の自動車
生産はかなりの規模に達してきたことは自明で
ある｡
こうした中国自動車企業の多様性と多数性は
東の指摘をまつまでもなく, 多くの報告書や論
文がすでにふれているところであるが, 東は注
目するのは素材や部品など自動車産業の周辺的
条件であり, とりわけ, 素材分野においては中
国の自立はまだ先であり, 外資系企業の果す役
割が未だに大きいことである｡ 他方, 部品につ
いては 3000 社とも 5000 社ともあるといわれ,
その実態は必ずしも鮮明ではない｡ 欧米系部品
の無断コピーがまかりとおる世界である｡ この
ため, 欧米自動車メーカーは自社のコピーを防
ぐため, ユニット丸ごと (＝ブラックボックス
化) 交換させるなどの対応を行っている｡
自動車部品にかぎらず, 多くの機械金属部品
などのコピーはかつては熟練の技能者でなけれ
ば困難であったが, いやま IT 化あるいはデジ
タル化の推進によって, その製造データが容易
にコピーされうる時代となっている｡ 東もこの
点にふれてつぎのように指摘する｡
｢IT 化の進展は, 製品技術の盗用や移転を
画期的に容易にしてきた｡ そのことに対し
て苦々しく思ってきた企業は少なくない｡
しかし, 部品そのものの物理的特性はとも
かく, それに付随する制御系を小型チップ
化し, その解析ができないように暗号化し
たり特殊素材で固めたりすれば, 第三者は
そこへの接続端子による読み取りの結果を
確認して, それに従うことしかできなくな
る｡ ……モジュール化に, このような意図
が秘められていたとすれば, それはかなり
の高度戦略ということになる｡ 2008 年か
ら問題化した中国政府による工業製品のソ
フト・コード化の開示要求は, こうした企
業行動への強制を含意している｡ 日本では,
単に知的所有権への侵害として把握する向
きもあるが, このことは企業の経営戦略上
の動きとしてみておく必要がある｡｣
自動車にかぎらず, 中国の所得トップ層のま
すますの富裕化にしたがって, 世界最高機能製
品を求める動きが加速化することは間違いない｡
東が示唆するように, 高機能製品のソフト・コー
ド問題はますます政治化するだろう｡
自動車周辺産業ということでは, 工作機械な
ども中国製が増えつつ, 最新型NC型設備もさ
かんに導入されているという｡ この背景には,
デジタル化された現在の技術体系への早急なキャッ
チアップが従来のような熟練技術者や技能者の
養成という時間のかかるプロセスを省略できる
ことがそこに意図されているからにほかならな
い｡ 反面, 東も指摘するように, そうした IT
の狭い範囲だけの人材はやがて技術の陳腐も一
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層激しい IT 技術分野ではすぐに陳腐化するこ
とになる｡ 必然, 中国も技術開発に力を注がざ
るをえないが, そのためには従来の汎用機と熟
練技術が必要になると東はみる｡ 中国の現場を
よく知る東はつぎのようにも指摘する｡
｢測定器は別にしても, 尖端的開発は個別
の試作品の積み上げによる場合が多く, 当
然のことながら, 使い慣れた汎用機のほう
が使いやすい｡ しかしながら, 現在の中国
の尖端的な企業には, そうした機械油の臭
いが床や柱の内部にまでしみ込んだコーナー
は, まず見掛けられない｡ その替り, 尖端
的な設備が圧倒的な数量で並べられた巨大
工場を見せつけられることになる｡｣
いうまでもなく, そうした工場の生産力は巨
大であり, 中国の世界工場化を象徴している｡
東はオートバイ―二輪車―についてもふれてい
る｡ この国のオートバイの生産企業数とその全
体的な巨大な生産力と東アジアへの販売力はま
ことに凄まじいことにだけふれておく｡
最後に, 東は中国自動車産業の展望を試みて
いる｡ 中国のモーターリーぜーションは他国と
同様に高速道路網の整備に関連するが, 中国の
場合には高速道路は短期間に長距離にわたって
整備されてきたが, 必然, 急造りの分, そのメ
インテナンスの費用が今後発生することはいう
までもない｡ さしあたっては, 高速道路網の整
備は自動車の国内普及をさらに加速させるだろ
う｡
問題は国内需要を上回った生産力と輸出との
関係である｡ 東は ｢自動車に関して, この国は
すでに輸出国になろうとしているのであって,
ただ, 現状で輸出競争力があるのは商用車｣ で
あることを指摘するが, いうまでもなく, 今後,
乗用車の比重が高まることは十二分に予測され
る｡ このことは確実に日米欧の自動車産業の再
編成を促すであろう｡
多数の自動車企業がひしめきあい, 競争を繰
り返す中国自動車業界の再編はどうなるのだろ
うか｡ 東はこの点についてはつぎのように一般
的な指摘にとどまっている｡ ｢経営の増殖意欲
と市場的限界の矛盾が, どのような主体によっ
て克服されていくことになるのか｡ ここでは判
断できない｡ 規模拡大の目標を予め設定して遮
二無二突っ走る目標管理 (MBR) の企業が成
功するのか, それとも自社の経営資源の内在的
確信を通じてその周辺領域を広げようとする企
業が成功するのか, 企業経営の現場に関心を有
する人々には, しばしば目を離す事が出来ない
状況がつづきそうである｣ と｡
中国企業と地域経済
中国のどこの地域をとらえるかによって, 必
然, そこでの中国企業の行動特性も異なるが,
金等は第 3章で浙江省の郷鎮企業の集積から発
展していった専業化産業区を事例として, 繊維,
衣服から雑貨品まで軽工業品にかぎっても何で
も揃う実態にかかわる調査結果を紹介している｡
特徴は家内工業的な存立形態からある程度の規
模に達した企業まで種々雑多な存立形態がみら
れ, そこには企業間の分業と協業関係が展開し
ている｡ 義鳥のような雑貨品市場を支える構造
が紹介される｡
第 4章では, 東アジアでの経済発展を企業形
成の視点からとらえ, そうした視点から中国の
ケースが検討される｡ 従来からの開発独占への
言及はともかくとして, ｢この地域の工業化は,
同時に環境条件の急激な悪化と共に進められて
きた｡ とりわけ, 大陸国家における巨大寡占と
地下水における水資源の枯渇と水質汚染の状況
は危機的な水準に達している｡ 関係の多くは,
本質的な問題解決を次の世代に押しつけるだけ｣
はいうまでもなく開発独占政策の負の遺産であ
る｡
いずれにせよ, 数字的にみれば, 東アジア経
済は興隆をみせてきたが, 同時に ｢国際取引と
りわけ金融市場における伝統的規制の撤廃を加
速することで, 経済の一層の飛躍がありうるこ
とを強調してきた｣ ものの, 塚田はそう詳しく
ふれているわけではないが, 1997 年以降のア
ジア通貨危機の原因とその後の問題点は十二分
に分析されておいてよい｡
多国籍企業と東アジアとの関係はますます強
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まるばかりではあるが, 同時に ｢中小企業の形
成と躍に関する経済連携は, 日本や中国に限
りことなく, 東アジアの産業高度化の長期的構
想に拘わる課題として考えなくてはならない｣
とする視点は重要であり, 日本を含めたアジア
太平洋圏の競争から協創を取り込み, ともに発
展を考えることは従来からの課題でありつづけ
ている｡
塚田は東アジアと日本の中小企業との関わり
について, かつての活発な開業率にふれつつ,
アングロサクソン型や欧州型の発展形態から日
本の特徴を導きだそうとしているが, さほどの
説得力のある展開とはなっていない｡ あまりに
も一般的な指摘にとどまっている｡ 他方, 現代
中国の中小企業については, 塚田は ｢中国に限っ
たことでではないが, 一般的に, 途上国では製
造業における中小企業の形成力と展開力が弱い｣
ことを前提にして, 生業的中小企業が多い中で,
｢現代中国の面白さは, このようなインフォー
マルな領域から上昇乖離していく経営層が見ら
れる一方で, 伝統的生業層の活躍する 『自由市
場』 のような世界もまた広がっている点にある｣
と共に, ｢専業市場｣＝振興市場がそのような生
業的中小企業を支える機構が注目されるが,
｢製造業に従事する中小零細企業の膨大な叢生
を伴うような専業市場の拡大はほとんどが浙江
省や江蘇省など長江の下流域と, その周辺部に
限られている｣ ことは中国の地域性を考える上
でも興味ある｡ そうした中小企業の反面, 成長
を遂げ, 巨大化した企業もあり, 多くの作業者
が交代で 24 時間操業を続けるような状況もま
た現代中国ならではの光景であろう｡
日本企業のそうした中国への進出については,
塚田はその経営にあたる派遣人材の不適切性を
指摘する｡ 塚田はサラリーマン稼業的意識, 意
思決定も執行責任の感覚もないような人材の問
題点に具体的にふれている｡ 要は, 議論はすべ
て人材の問題という点に収束させる以上に, 日
本企業のもつ経営への考え方そのものの競争力―
人材育成能力も含めて―がここでは問われるべ
きであろう｡
中国経済と日本企業
竹内は終章でそれまでの各論を敢えてまとめ
を行なっていないのは, そこに統一的な見解が
あるわけでもなく, ややばらばらともいえる論
稿をまとめることにさほど積極的な意義を認め
ていないのかもしれない｡ 代わって, 竹内は
｢改めて世界経済の中における自らの存在理由
をもっと戦略的に再検討しておかねばならない｣
ことを前提にすれば, とりわけ, ｢アセアン地
域と中国の存在感の急拡大を前にして, わが国
はどこに自分たちの固有の足場を築いていくべ
きなのだろうか｣ という点を強調する｡
中国との関係では, わが国の繊維や雑貨の衰
退はいうまえもなく, モノづくりの大切だけを
繰り返しても展望が開けるわけでもない｡ そう
したなかで, 本来のモノづくりへの展望につい
て, 竹内は製造業やエンジニアリングをてこに
その将来展望を描けることが重要であることを
指摘する｡ これは機械を導入すれば良いという
議論ではなく, そうした構想をつくり, リード
する ｢社会的リーダーやエリート層｣ の養成を
長期間にわたって軽視してきたツケがいまにま
わってきており, そうした ｢知的社会組織｣ が
日本社会に欠けていることこそが問題の本質で
あるとされる｡ モノづくり大国を目指すという
なら, モノづくりの前にモノづくりを行う人づ
くりが優先されて当然であるという竹内の指摘
はもっともである｡
問題は, モノづくり＝製造よりも流通化する
日本のメーカーにとって, 実際的, 具体的にど
のような取り組みが可能であろうかである｡ 竹
内は ｢日本の社会も, 東アジアの社会も, 国際
的なプレゼンスを拡大する上では, 今後共に,
『流通主義』 よりは 『生産力主義』 を貫いてい
く必要がある｣ と主張する｡ 中国の今後につい
ては, 生産大国の方向性は, 中国もまた他の諸
国と同様に ｢ほどなく国際金融の厳しい洗礼を
受けることになるだろう, ……規模が大きい分
だけ潰れるのには時間が掛かる｡ しかし, 倒れ
る瞬間の衝撃はそれだけ大きなものになる｣ と
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いう｡ いうまでもなく, 中国は製造業という面
でも, その巨大化した外貨準備高, さらには国
内の富裕化にともなう金融資産の増加という面
でも, 世界の金融市場により一層組み入れられ
ていっている｡
反面, 中国も東アジアもマネーゲームだけで
成長を遂げるだけの国内的社会構造―農村部の
過剰人口も含め―をもってはない｡ 竹内のいう
ように世界人口の 60％を構成するアジア地域
の今後について, 日本企業はどのような関与を
行うのか｡ とりわけ, 資源, エネルギー, 食糧,
水などの面での日本企業はどのような関与を意
図しようとしているのか｡ 竹内はそうした課題
について具体策を示してはいない｡ いうまでも
それはわたしたち全体の課題であり, 個別企業
の具体的な対応が問われるからである｡ 竹内の
結論では, 中国の将来についてつぎのようにふ
れている｡
｢起業家や生産者が個別の努力に勤しんで
も, 決して高い評価は得られないかもしれ
ない｡ ここでは奢侈と栄華の鮮やかな伝統
はあっても, 禁慾と節制の暖冬は乏しいか
らである｡ それでも, 世界的な金融膨張と
20 世紀のアメリカ型繁栄への反省がなさ
れうるなら, 世界経済は再度, 実態経済を
中心とした累積的社会への差異硬直を図る
しかない道はない｡ 一気呵成の飛躍は求む
べきもない｡ しかし, この国の 『生産大国』
にして 『消費大国』 の基本体質を変えてい
くのは, 地道な 『モノづくり』 の精神と,
慎ましく文化的消費マインドでしかないこ
とを忘れてはならない｡ そのことを常に自
らに問うことのできる人々だけが, 微かな
次の跫音を聞くことができるのだから｡｣
むろん, この指摘は中国の政治構造に関わっ
てその実現性が問われるべき課題であるが, 竹
内はあえてこの点にふれていない｡ だが, これ
は極めて重要な問題である｡ 中国の経済発展は
｢数字｣ で見る限りにおいても, 高い成長を続
け, その成長を取り込むべきして中国に進出し
た日本の企業も多い｡ また, 退出を迫られた企
業も多い｡ そのような話自体がわたしたちのま
わりにあふれていること自体がいまの中国と日
本の関係を示してもいる｡
そうしたなかで戦前の ｢シナ通｣ と同様に,
現在も ｢中国通｣ の人たちがあふれ, それぞれ
にその現状と将来を語っている｡ あふれる情報
のなかで, 何が真実で何が真実でないのか｡ お
そらく, 実態はどれも真実であって, それらを
わたしたちの感覚と常識で理解できない部分で
こそ, いまの中国の現実の姿があるといってし
まえばあまりにも一般的であるが, 中国通でな
いわたしなどは, 本書を読み終えてそのように
書くことしかないようにも思う｡ そこから, 中
国の工業化とその日本企業との関係を考え直す
必要があるというのが編者の竹内のメッセージ
なのだろうか｡
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